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※※※※事業継続計画事業継続計画事業継続計画事業継続計画（（（（BCP））））とはとはとはとは　企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合において、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続のための方法、手段などを取り決めておく計画のことです。

　　　　明るい生活情報創造企業
私私私私たちがたちがたちがたちが提供提供提供提供するするするするシステムシステムシステムシステムはははは、、、、現在国内現在国内現在国内現在国内でただでただでただでただ１１１１社社社社、、、、気象庁気象庁気象庁気象庁・・・・緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報ガイドラインガイドラインガイドラインガイドライン準拠製品準拠製品準拠製品準拠製品をををを提供提供提供提供しししし公式公式公式公式にににに公開公開公開公開しておりますしておりますしておりますしておりますメーカーメーカーメーカーメーカーですですですです。　。　。　。　

地震防災地震防災地震防災地震防災とはとはとはとは何何何何かかかか自分は地震防災に直接関係する仕事に付きながら適切な対処をしてこなかったために自分の大切なものを失い、そして社会を守ることも出来なかった無念だ・・・・・・と思うか医師は患者を手当てする場合は１人ずつしか助けることは出来ない。我々防災担当者は正しい判断（情報）でまとめて多くの人々を助けることが出来るその数は数万人の規模になる、そして社会を守ることも出来る。本当に良かったと感じるか・・・・・・・私たちの判断が一歩間違えると一瞬にして数万人の人々をまとめて失ってしまうことにもなる、当然その中に自分も入る。もちろん困っている人々を助けることは重要である。しかし「地震防災の本質は違う」お金やエネルギーを、被害地で困っている人のケアのために準備しておくものではない。被害地で困ってしまう人々を減らす為に事前に有効活用する」これが防災の基本ではないか今回の震災から・・・・・・・・・・・防災教育防災教育防災教育防災教育とはとはとはとは何何何何かかかか防災教育とは「オギャー」と生まれた赤ん坊から年老いた人達まで平等に生きるために必要な知識であるはず。災害大国日本において地震や台風などの自然災害の基本的な知識と、対処法を教えないで何が義務教育と言えるか考えたい。
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　　企業の「事業継続・BCP」対策を考え直す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁　緊急地震速報のしくみとその特徴・・・・・・・・・・　３　　　企業での利活用と推奨システム・・・・・・・・・・・　４　　気象庁・緊急地震速報のガイドラインの内容・・・・・　５　「緊急地震速報」の予報と警報の関係①・・・・・・・　６　「緊急地震速報」の予報と警報の関係②・・・・・・・　７　緊急地震速報の要は情報配信　「予報事業者の選択」・ ・ 　８　　その日のための情報と行動マニュアル・・・・・・・・　９　地震の発生から緊急地震速報の伝達と流れ・・・・・・１０　維持管理のために・・・・・・・・・・・・・・・・・１１　緊急地震速報の利活用と推奨システム・・・・・・・・１２　その日のための情報と行動マニュアル例・・・・・・・１３　　導入後のチエックリスト・・・・・・・・・・・・・・１４
　ここがポイントⅠ地震速報、地震の「予知」は長年世界の地震学者の研究においても残念ながら情報を提供できない、今尚、なまずを飼って監視している人もいるようですが何時どこで発生するかわからない地震情報を公式に国が認め法律として発表しているのは「気象庁の緊急地震速報」しかありません。その情報も個別の情報となると緊急地震速報「高度利用者向け」です。信用するかしないかは別として「緊急地震速報」は国の唯一の防災情報です。今回の地震で、東北新幹線は地震の揺れをいち早く検知するシステムが作動して、最初の揺れの９秒前、最も大きい揺れが起きる１分１０秒前に変電所から列車への送電を自動的に停止し、主要動（Ｓ波）が沿線に到着するまでに列車の速度を低下させていたことが分かりました。新幹線は平成20年11月より東海道新幹線早期地震警報システム（テラス）と気象庁からの緊急地震速報（高度利用者向け「予報」）と連動させて、全ての列車で緊急停止がかかり速やかに減速が行われました。新幹線も皆さまにTakusuの提供している情報も同じ情報です。ＪＲ東日本では、この効果もあって新幹線が脱線を免れたとみて、データの詳しい解析を進められています。
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□　通信回線の確認・既存回線利用□　通信回線の確認・新規回線利用申込、プロバイダー申込□　社内LANの利用通信回線通信回線通信回線通信回線組織内組織内組織内組織内 □　機器の追加・更新□　事務担当・設備担当の決定□　訓練マニュアルの作成・改訂の実施者□　維持管理、訓練、マニュアル管理を行う組織□　設置場所・範囲の決定□　防災センターなどに表示するか選定選定選定選定
□　訓練モード□　どの設備と接続するか□維持管理費　（情報提供料・回線利用料・）□　被害が無い場合のエレベータ自動複旧時間□　昼間と夜間の閾値を変えるか□　エレベータの制御監視□　エレベータの年式と形式　（P波センサーの有無）□　放送設備の制御場所
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　　企業の「事業継続・BCP」対策を考え直す
気象庁から配信される「緊急地震速報」が平成１９年１０月１日から一般に向けて国の地震情報として配信が開始されました。しかし、その後は緊急地震速報についての認知度は高まってきてはいますが、「企業などの施設でのシステムとしての利活用」となると、まったくといてよい程行われていない状態です。その理由の多くは、緊急地震速報の本当の価値や導入方法、必要性を十分に理解していない。地震の発生において大きな揺れの来る前に教えてくれる、近代科学の集結による世界に誇れる最高の減災システムである、そのシステムの導入方法や使い方のノウハウを少しでも理解していただくことを目的に小冊を作成してみました。　　　　　情報情報情報情報とととと行動行動行動行動　危機管理と騒ぎたて、設備投資を行い緊急地震速報等の設備を設置してもそ　の設備を理解し利用しないと意味がない。　緊急地震速報は、間に合う合わないと騒がれるが、本来の目的は、地震の　　大きな揺れがくる数秒前に来る事を教えてくれる情報です。それを利用し　　て、如何に行動するかは貴方次第 ?　・・・・・・・その行動補助をしてく　れるのが緊急地震速報です。　「情報情報情報情報とととと行動行動行動行動」」」」が一体になって初めて、成果が望め究極の減災減災減災減災システムシステムシステムシステムであ　ることを忘れないでほしい。　　　　良良良良かったとかったとかったとかったとホッホッホッホッとすれはいいとすれはいいとすれはいいとすれはいい　人々が訓練をすれば１０数秒は有効に使えることは証明されています。　その上で空ブリ（（（（強強強強いいいい揺揺揺揺れがれがれがれが来来来来ないないないない））））だったら良かったと「ホッホッホッホッとすればいとすればいとすればいとすればい　　　　いしいしいしいし」」」」、１０秒あれば机の下に入るくらいはできる。地震が来てパニックに　なるのを防ぐことができ、１０秒間の行動が生死を分ける場合もあるとした　ら、やはり緊急地震速報は侮らないほうがいいだろう。

　　企業の「事業継続・BCP」対策を考え直す
そのそのそのその日日日日のためののためののためののための情報情報情報情報とととと行動行動行動行動マニュアルマニュアルマニュアルマニュアル例例例例 ははははじじじじめめめめにににに

ー２－ー１３－

患者様への声掛け　「おちついてください」「慌てないで下さい」「病院は安全です」「しゃがんでください」など①透析ポンプの停止②患者様への声掛・抜管防止透析室透析室透析室透析室 ①身の安全確保②患者への声掛③身の安全を守れない人の補助①検査中の機器の停止②患者様への声掛・転落防止①手術の中断・の保護②患者の転落防止③手術器具を遠ざける④手術器具台の転倒防止⑤手術用ライトを遠ざける⑥抜管防止（麻酔医）とるとるとるとるべきべきべきべき行動行動行動行動 手術室手術室手術室手術室 そのそのそのその他他他他・・・・一般一般一般一般放射線科放射線科放射線科放射線科病院病院病院病院におけるにおけるにおけるにおける簡易行動満簡易行動満簡易行動満簡易行動満ュアルュアルュアルュアル

来訪者へのお声掛け　「おちついてください」「慌てないで下さい」「ここは安全です」「しゃがんでください」など①一に「おちつく」②状況の把握③情報の入手④対策本部の設置役員役員役員役員 ①身の安全確保②被害の確認③状況を役員に報告④出動の準備①お声掛安全な場所への　　誘導②被害・負傷の確認①壁側のロッカーから離れる②安全な指定退避場所へ移動③仲間の安全確認④被害状況の把握⑤負傷者の救助⑥情報入手とるとるとるとるべきべきべきべき行動行動行動行動 従業員従業員従業員従業員 防災担当防災担当防災担当防災担当来訪者来訪者来訪者来訪者一般企業一般企業一般企業一般企業におけるにおけるにおけるにおける簡易行動満簡易行動満簡易行動満簡易行動満ュアルュアルュアルュアル

園児・生徒への声掛け　「おちついてください」「慌てないで下さい」「学校は安全です」「しゃがんでください」など３分たてば余震から身を守る為に運動場に全員集合。
①校舎・園の建物被害確認②被害状況を園長・校長に報告、③負傷者の保護保安要員保安要員保安要員保安要員 ①身の安全確保②落ち着いてくださいの声掛①安全な場所に避難、被害の状況確認②園児・生徒の安全確保③安全マニュアルによる行動①園児・生徒を安全帯に集め避難行動開始②園児・生徒の身を守る③３分立てば点呼開始、園児・生徒の確認④職員室に安全報告⑤職員室からの報告で運動場に避難とるとるとるとるべきべきべきべき行動行動行動行動 先生先生先生先生のののの行動行動行動行動 来訪者来訪者来訪者来訪者校長校長校長校長・・・・園長園長園長園長学校幼稚園学校幼稚園学校幼稚園学校幼稚園におけるにおけるにおけるにおける簡易行動満簡易行動満簡易行動満簡易行動満ュアルュアルュアルュアル

病院は、日々の業務以外に災害時の対処は別に定める必要があります。発生時は自分（病院）が稼動しない限り回りの人々を助けることは出来ない。

学校・幼稚園は、日々の訓練を行っておかないと園児たちは、泣き叫びパニックになり収拾が付かなくなる。災害時は慌てないで落ち着いて状況判断を行い、行動すべき。「自分の身を守らなくては園児・生徒は守れない」。地震発生から３分たてば、ほぼ揺れは収まる、ひとまず３分その後は余震との対応で避難行動。鳴ったらにげろ、「身の安全確保」緊急地震速報
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ー１２－

緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報のののの仕組仕組仕組仕組　地震発生による初期微動（Ｐ波）を全国１千ヶ所の観測網で感知し、地震発生時刻、震源地の位置、マグネチュドを推定し民間の予報事業者に配信し本振動（Ｓ波）が到達するまでに任意の地点における主要動の到達時刻、予測震度を演算し結果を音声ガイダンス又は制御信号等で「「「「予報予報予報予報・・・・警報警報警報警報」」」」するものです。警報は、気象庁長官が最大震度５弱以上の揺れが予想されたときに、強い揺れが予想される地域に対して地震動による重大な災害がおこるおそれのある旨を警告し発表するものと定められています。「「「「予報予報予報予報」」」」は最大震度３以上又はマグニチュード3.5以上等と予想されたときに発表され、その内容が大きく違い任意の場所の予測震度、主要動の到達時間を個別に演算を行い通報する位置情報です。

　Ｐ波（Primarywave、初期微動）とＳ波（Secondarywave、主要動）は地盤の状況も似よって速度は変わりますが、それぞれ概ね、7～8km／秒、3～4Km／秒です。この速度の違いを利用して、ある地点までの揺れの到達時間を予測計算します。データを処理して計算するまでに、数秒の時間がかかりますし、そしの結果を受信して、システムで設置した動作を起こすまでにも時間を要しますので、震源（震央）からおおよそ２０Km以内の激震地では残念ですが特性として間に合わないことになります。しかし、たとえ数秒前にでも、それがわかれば、家具に挟ませたり、大きな機械等に潰されたり、閉鎖空間に閉じ込められたりしないですむ。また総じて怪我の程度を軽減することが可能となります。局地的な地震では、このシステムの恩恵を受ける地域面積は狭いと考えられるが、今後発生する海溝型の広範囲におよぶ巨大地震では、地盤が割れ初めてから、一定の地域を越えて割れ終るまでに１分近く、要するのでこのシステムによる人的な減災効果は計り知れないものとなることが期待されています。この特徴から気象庁のガイドラインは気象庁が配信してから端末までに配信所要時間の合計を１秒以内（理論値）と指導されています。

利用価値の高いエリア　　（震度５弱・６）約20Km間に合わぬ　　エリア　（震度５弱・６）地割地割地割地割れのれのれのれの進行進行進行進行 震央震央震央震央
停電対応自動ドアの開扉・「パニックオープン」自動自動自動自動ドアドアドアドアのののの開扉開扉開扉開扉 推奨建物内の放送設備との接続・自動放送設備による怪我の回避放送放送放送放送・・・・警告音警告音警告音警告音
手動再起動の確認ガス・オイル供給の自動停止燃料供給停止燃料供給停止燃料供給停止燃料供給停止 推奨最寄階での停止と開扉による閉じ込め事故防止エレベータエレベータエレベータエレベータ自動停止自動停止自動停止自動停止
各種放送等の接続防潮堤・広域緊急通報・津波事前通報防災装置制御防災装置制御防災装置制御防災装置制御 別途契約が必要携帯メールの一斉配信・自動安否情報集計安否確認安否確認安否確認安否確認・・・・通報通報通報通報 個々の機器への接続が必要一時停止による空気栓塞の防止体外循環機器制御体外循環機器制御体外循環機器制御体外循環機器制御 再起動の検討主要機械の緊急自動停止制御機械機械機械機械のののの運転停止運転停止運転停止運転停止 音声と重ねた通報回転灯・表示等の制御　「工場内騒音対応」視覚通報装置視覚通報装置視覚通報装置視覚通報装置

備備備備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考考考考内内内内　　　　　　　　　　　　　　　　容容容容システムシステムシステムシステム

　「緊急地震速報」を企業内の建物・施設の設備と繋げることで人を介さない様々な自動的なシステムを組むことが可能です。既設の設備の有無、コスト面、効果面を総合的に考えると、少なくとも次の２つのシステムは設置が推奨できます。自動放送（音声ガイダンス自動放送）とエレベータです。前者は、直接的な身の安全確保に直結します。エレベータは閉じ込め事故防止とエレベータの故障のリスクの軽減に役立ちます。その他特種として、海岸沿岸の倉庫、工場、各種施設の津波対策にご利用いただけます。共同住宅（マンション）のインターホンと連動の使用も可能です。「マンションの場合は１棟単位で配信行い一斉放送となる為に震度閾値は一定になります。弊社の場合は、ビジネスホーン連動、親機と子機の無線対応。企業内の設置、従業員の携帯電話メールサービスの提供も行っております。

「「「「緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報」」」」のしくみとそののしくみとそののしくみとそののしくみとその特徴特徴特徴特徴 緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報のののの利活用利活用利活用利活用とととと推奨推奨推奨推奨システムシステムシステムシステム
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利活用利活用利活用利活用とととと推奨推奨推奨推奨システムシステムシステムシステム

折角、皆さんのために導入するのですから、「地震の到来の知らせの音が鳴っても何のことだかわからない」、「正常に動作しているかどうかもわからない」、「何時、誰が導入したのかわからないし訳の分からない請求書が来る」このようなことにならないためにも、以下のことに留意して下さい。■　導入に関わった方がいつまでも施設・会社に残る訳ではありません。スタッフの周知、訓練、行動マニュアルの整備などを行う担当者、事務的な窓口、設備的な窓口を決め、それらをまとめた組織を整備して下さい。■社員、来訪者の身の安全を守る咄嗟の危検回避行動が基本です。危険部署などを含めた簡便な行動マニュアルを作成し、適度な頻度での訓練を行ってください。■設置した緊急地震速報システムの設備的な管理を行ってください。システムの更新や故障時の対応は専門的な対応をようしますので、導入時に、業者とメンテナンスを含めた契約を行なってください。緊急地震速報受信端末緊急地震速報受信端末緊急地震速報受信端末緊急地震速報受信端末のののの必要条件必要条件必要条件必要条件Ⅰ、受信専用端末は、常時接続で常時待機状態を長期に続けなくてはならない　　　 他の類を見ない機器です。「地震は、いつ発生するかわからない対応が必要」Ⅱ、通信回線等の接続環境の確認が自然体で出来ることが望ましい。　　「安心・安全の装置を維持し、安全・安心の凶器にしないために」Ⅲ、緊急地震速報は、その通報の結果を求めるものでなく、その情報をいかに　　　利用するか情報による行動を行なうかの指標。Ⅳ、自然災害は、同じ状況の災害はありえない、そのつど状況により被害は　　大きく変動する被害が及ばなかった場合に「ホッとするたるの」情報です　　その対応で貴方の生死が決まる。Ⅴ、揺れる前に知ることで危険は確実に減らせられる。　　それは、装置ではない貴方の行動です、　　　　　

　気象庁気象業務支援センターから配信される基礎的なデータの配信経路には、基本的に気象庁から許可された配信事業者を介して配信される「高度利用者向高度利用者向高度利用者向高度利用者向けけけけ」」」」（予報）と、テレビやラジオでの放送に使用される「「「「一般向一般向一般向一般向けけけけ」」」」（警報）のがあります。一般向けは、気象業務法による「「「「警報警報警報警報」」」」です。。。。ある程度、広範囲の地域に対して一定規準以上の規模の地震が発生した場合に警報として気象庁が発表する速報です。その内容は、最大震度5弱以上の揺れが予想されたときに、「強い揺れが予想される地域に対し地震動により重大な災害が起こるおそれのある旨を警告して発表するものと定められています。」前者では、気象庁データを気象業務支援センター経由で民間の配信事業者に配信され、その情報を配信事業者のサーバで個別地点の予測震度、主要動の到達時間を演算しその結果を配信する情報（サーバー演算）方式と配信事業者が情報を中継配信してそれぞけの場所に設置されている専用端末又は利用者側のコンピューター等を利用して専用端末ソフトによって「その場所」での揺れの規模と主要動の到達時間を計算する（端末演算）方式があります。この演算結果が、所定の震度（各個別毎に設定）を超えると判断されたとき、専用の接点制御ボックスを介して接続された、各種設備のそれぞれの制御盤に動作のシグナル・音声信号を自動的に出す仕組みとして利用されています。弊社は、前者のサーバー演算方式を採用し、インターネット網の通信回線を利用し専用の受信装置から機器の制御信号を自動的に出す（リレーボックス）装置・音声ガイダンス出力装置が一体になった緊急地震速報受信専用端末及び制御装置「Takusu-PⅡ」を製造し提供しております。導入導入導入導入にににに必要必要必要必要ななななアイテムアイテムアイテムアイテム気象庁気象庁気象庁気象庁気象庁気象庁気象庁気象庁配信事業者配信事業者配信事業者配信事業者（予報計算無し）
配信事業者配信事業者配信事業者配信事業者（予報計算有り）

計算ソフトコンピュータディスプレイ リレーリレーリレーリレー制御制御制御制御ボックスボックスボックスボックスインターネット受信機能
リレーリレーリレーリレー制御制御制御制御ボックスボックスボックスボックスインターネット受信機能

情報の中継
個別地点毎の演算個別地点毎の端末管理個別地点毎の端末制御

インターネット回線
インターネット回線

放送設備エレベーター玄関ドアー
放送設備エレベーター玄関ドアー

端末演算方式端末演算方式端末演算方式端末演算方式
サーバーサーバーサーバーサーバー演算方式演算方式演算方式演算方式

端末機能がシンプルで安定長期ノーメンテナンスで維持管理が不要

端末で各種機能が必要維持管理メンテナンスが必要長期安定稼動に費用負担が必要
配信事業者の設備が簡素化できる。配信負荷の検討が必要個別毎の管理が複雑

配信事業者の設備が大掛かりになる。個別毎の管理が可能コストUP

地震地震地震地震発生発生発生発生
△端末装置費△情報提供料△回線使用料△維持管理料

専用端末専用端末専用端末専用端末
専用端末専用端末専用端末専用端末
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【【【【地震計地震計地震計地震計によってによってによってによって観測観測観測観測されるされるされるされる地震地震地震地震のののの揺揺揺揺れのれのれのれの例例例例】】】】

　　　（独）防災科学研究所資料から
PPPP波到達時刻線波到達時刻線波到達時刻線波到達時刻線SSSS波到達時刻線波到達時刻線波到達時刻線波到達時刻線
緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報のののの原理原理原理原理 観測網情報　　　2箇所以上

〇〇〇〇緊急地震速報受信時刻緊急地震速報受信時刻緊急地震速報受信時刻緊急地震速報受信時刻 このこのこのこの線線線線のののの位置位置位置位置でででで端末設置点端末設置点端末設置点端末設置点でのでのでのでの PPPP波波波波 感知時刻感知時刻感知時刻感知時刻ですですですです。。。。　このこのこのこの線線線線でででで端末設置点端末設置点端末設置点端末設置点でででで SSSS波波波波 をををを検知検知検知検知 （主要動到達）緊急地震速報は加速度検知より数秒速いのが特徴です

【【【【地震地震地震地震のののの発生発生発生発生からからからから緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報のののの伝達伝達伝達伝達のののの流流流流れれれれ】】】】
青線青線青線青線（（（（緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報のののの猶予時間猶予時間猶予時間猶予時間）　）　）　）　

地震地震地震地震のののの発生発生発生発生からからからから緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報のののの伝達伝達伝達伝達とととと流流流流れれれれ　地震が発生すると、観測点①にはまずＰ波が到着します。その後、Ｐ波に比べ振幅が　数倍大きいＳ波（主要動）が到着します。震源の近くでＰ波を検知し、②地震の規模や位置を即時的に求め、それを広く伝達するシステムが構築でき、地震の大きな揺れが到着する前に防災対策を実行することが可能となりました。これが気象庁の緊急地震速報（高度利用者向け「予報」）の基本システムです。「但し、地震の発生地点（半径約20km）では時間差を利用する関係から前項の地震波の特性を利用している関係から時間差が求められなく震源地情報としては不可能です。現在断層型地震（直下型）について研究がなされています、現状では、実用の実績と実用の確実性が得られていないために断層型地震（直下型）は気象庁の基準では認められていません。」
【【【【地震地震地震地震のののの発生発生発生発生からからからから緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報のののの伝達伝達伝達伝達とととと流流流流れれれれ】】】】

③③③③このこのこのこの時点時点時点時点でででで気象庁気象庁気象庁気象庁のののの緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報はははは配信配信配信配信されていますされていますされていますされています。。。。

気象庁気象庁気象庁気象庁ガイドラインガイドラインガイドラインガイドライン制定制定制定制定にににに至至至至ったったったった経過経過経過経過・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・今回、気象庁発表のガイドラインの準拠状況を各社の仕様から確認するとほとんどの製品が気象庁のガイドラインに準拠していないことがわかった。　なぜこんな状況になっているのかその状態の中で、昨年の１２月１日の全国緊急地震速報の一斉訓練において、福岡交通局の地下鉄が停止する事故及び緊急地震速報の専用端末及び配信管理に問題があることが表面化し、今回の「緊急地震速報を適切に利用するために必要な受信端末の機能及び配信能力に関するガイドラインが策定され発表に至っております。現状気象庁の緊急地震速報信号を予報事業者が緊急地震速報（予報）として契約先に配信されているのがあたり前で、緊急地震速報の専用端末が気象庁の緊急地震速報の情報に対応していないとは、だれも思ってはいなかった。これは、契約違反ではないか。「怖ろしいのは、配信事業者自身が対応していないことを知らないで販売している業者も存在していた」業者は気象庁が教えてくれなかった、後から決めたために対応していないと言っているが、気象庁側は本来許可時に配信事業者配信事業者配信事業者配信事業者におにおにおにおいていていていて十分配慮十分配慮十分配慮十分配慮がなされてがなされてがなされてがなされて然然然然るべきであったるべきであったるべきであったるべきであった。。。。これまでなされていなかったことから、今回、事故を未然に防ぐためにガイドラインとして改めて示すものであるとの弁・・・・・・・・一理ある。気象庁は、現在その許可技術規準による緊急地震速報の情報配信がなされている、業者側が、その規準に対応していない専用受信機を製造し販売しているにすぎない。我々許可事業者がその内容を熟知しないままで、なんとなく先駆者が走ってきたシステム構成に習って進めてきたために、先駆者のシステムの問題を解決しないままに緊急地震速報の専用端末として追随してしまったことに大きな問題がある点がここにきて表面化された。その重要要点は、他の緊急通報とは違って一段と高密度な技術を要求される１秒を争う情報であること。それは、人々の生命と財産を守るためのお手伝いをする情報であること、その情報は天気予報のようにだれにでも自由に利用できるものでは有りません。ここでも重要視されているのがやはり人々の生命に関係することです。緊急地震速報の「予報」はプライベートな個人又は企業との契約による位置情報であることを再確認しなくてはならない。今までの一般的な、天気予報と同じに見られているが大きく違う点を強調したい、ここでもう一つ、問題点は気象庁が優先的に進めようとしている緊急地震速報の「警報」と「予報」は大きく違う点を理解すべき。緊急地震速報の「「「「警報警報警報警報」」」」はやはり天気予報と同じで地域情報で、阪神淡路大震災を経験している者であればすぐにわかる広範囲の地域情報では地震情報として範囲が広すぎて利用できないのではないか、緊急地震速報の「警報」を気象庁はどのように国民に利用させるのか、その目的は何なのか法律で決められているから法を守る為に配信しているだけのものか疑問。神戸の震災の場合、筋向いの被害の大きさと大きく違った経験が目に浮かんでくる、広範囲の緊急地震速報（警報）は必要なのか、それより緊急地震速報の「予報」の技術改革が必要ではないか「予報」による演算に現在使用している気象庁規準の地盤増幅率も１kメッシュから「防災科学研究所」の500mメッシュに変更すべきと提案しておきたい、この点も今後の研究課題ではないか。「平成22年8月８日一部気象庁更新発表」最後に、世の中に緊急地震速報以外に正式な地震情報（国の認めた）はない。もちろん予知もできない。

「「「「気象庁気象庁気象庁気象庁・・・・緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報ガイドラインガイドラインガイドラインガイドライン」」」」のののの検討検討検討検討



　　企業の「事業継続・BCP」対策を考え直す 　　企業の「事業継続・BCP」対策を考え直す

ー６－

気象庁気象庁気象庁気象庁のののの緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報とととと地震動地震動地震動地震動のののの警報及警報及警報及警報及びびびび予報予報予報予報とのとのとのとの関係関係関係関係地震動「警報」: 最大震度5弱以上の揺れが予想されたときに、強い揺れが予想される地域に対し地震動により重大な災害が起こるおそれのある旨を警告して発表するもの【注】地震動「予報」: 最大震度3以上又はマグニチュード3.5以上等と予想されたときに発表するもの【注】「一般向け緊急地震速報」並びに「高度利用者向け緊急地震速報」のうち２箇所以上のデータにより最大震度が５弱以上と予想された速報及びその後の一連の速報。１．一般向けの緊急地震速報（警報）を発表する条件
•地震波が２点以上の地震観測点で観測され、最大震度最大震度最大震度最大震度がががが５５５５弱以上弱以上弱以上弱以上とととと予測予測予測予測されたされたされたされた場合場合場合場合に発表する。２．一般向けの緊急地震速報（警報）の内容
•地震の発生時刻、発生場所（震源）の推定値、地震発生場所の震央地名
•強強強強いいいい揺揺揺揺れれれれ（（（（震度震度震度震度５５５５弱以上弱以上弱以上弱以上））））がががが予測予測予測予測されるされるされるされる地域及地域及地域及地域及びびびび震度震度震度震度４４４４がががが予測予測予測予測されるされるされるされる地域名地域名地域名地域名（全国を約２００地域に分割）（※１） 　※地域名については、緊急地震速報の予報区をご覧ください。

•（※１）具体的具体的具体的具体的なななな予測震度予測震度予測震度予測震度とととと猶予時間猶予時間猶予時間猶予時間はははは発表発表発表発表しませんしませんしませんしません。。。。３．一般向けの緊急地震速報（警報）で続報を発表する場合緊急地震速報を発表した後の解析により、震度３以下と予測されていた地域が震度５弱以上と予測された場合に、続報を発表する。
•続報では、新たに震度５弱以上が予測された地域及び新たに震度４が予測された地域を発表する。
•落雷等の地震以外の現象を地震と誤認して発信された緊急地震速報（誤報）のみ取り消すこととし、
•例えば震度５弱と予測していた地域が震度３以下との予測となった場合などは取り消さない。高度利用者向高度利用者向高度利用者向高度利用者向けのけのけのけの緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報（（（（予報予報予報予報））））のののの内容内容内容内容・・・・発表条件発表条件発表条件発表条件平成１８年８月１日より先行的に活用できる分野について提供している緊急地震速報は、機器制御などの高度な利用者向けとして、平成１９年１０月１日以降も、引き続き提供しています。また、各家庭用の端末などで、高度利用者向けの緊急地震速報（予報）を受信し、受信地点の予測震度や主要動到達予想時刻などを表示する等にも利用されています。　高度利用者向けの緊急地震速報（予報）の内容・発表条件については次の通りです。１１１１．．．．高度利用者向高度利用者向高度利用者向高度利用者向けのけのけのけの緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報（（（（予報予報予報予報））））のののの内容内容内容内容地震の発生時刻、地震の発生場所（震源）の推定値
•地震の規模（マグニチュード）の推定値
•予測される最大震度が震度３以下のときは、　○予測される揺れの大きさの最大（最大予測震度）
•予測される最大震度が震度４以上のときは、地域名に加えて　○震度５弱以上と予測される地域の揺れの大きさ（震度）の予測値（予測震度）　○その地域への大きな揺れ（主要動）の到達時刻の予測値（主要動到達予測時刻）　※地域名については、緊急地震速報の予報区をご覧ください。「気象庁HP」緊急地震速報（予報）が従来の地震情報と異なる点はその迅速性です。気象庁は緊急地震速報（予報）として下図のように地震を検知してから数秒～1分程度の間に数回(5～10回程度)発表します。第1報は迅速性を優先し、その後提供する情報の精度は徐々に高くなっていきます。ほぼ精度が安定したと考えられる時点で最終報を発表し、その地震に対する緊急地震速報の提供を終了します。

「「「「緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報」」」」のののの予報予報予報予報とととと警報警報警報警報のののの関係関係関係関係　　　　①①①①

国民国民国民国民 へのへのへのへの伝達伝達伝達伝達 警報警報警報警報　　　　震震震震 度度度度警報基準以上警報基準以上警報基準以上警報基準以上のののの震度震度震度震度がががが予想予想予想予想されるされるされるされる場合場合場合場合警報警報警報警報、、、、予報予報予報予報のののの内容内容内容内容
警報と予報の閾値となる予測震度は、大雨後の地盤の緩みなど地震動被害の出やすさを考慮して、適宜、変更
気象庁気象庁気象庁気象庁がががが発表発表発表発表するするするする緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報　（　（　（　（警報警報警報警報））））

２２２２

１１１１

３３３３

４４４４

５５５５弱５５５５強６６６６弱
６６６６強７７７７

テレビ・ラジオ・携帯の放送はありません
テレビ・ラジオ・携帯の放送等

民間提供民間提供民間提供民間提供者者者者のののの提供提供提供提供するするするする予報予報予報予報緊急地震速報　　（（（（予報予報予報予報））））家庭や工場等、個別地点毎の予報等
弊社弊社弊社弊社のののの提供領域提供領域提供領域提供領域

警警警警　　　　報報報報
予予予予　　　　　　　　報報報報 発表イメージ例　2007/06/13 09:42:04地震発生時刻北緯　35.32度、東経　137.411度深さ　30.2Km　　地震の規模（M ） 4.9○○県　予測震度４程度　　09:42:12頃○○県　予測震度３程度　　09:42:15頃○○県　予測震度２程度　　09:42:17頃○○県　予測震度１程度　　09:42:19頃

警報基準未満警報基準未満警報基準未満警報基準未満のののの震度震度震度震度がががが予想予想予想予想されるされるされるされる場合場合場合場合
発表イメージ例　地震発生時刻　　2007/06/13 09:42:04北緯　35.32度、東経　137.411度深さ　50.2Km　　地震の規模（M）6.9強強強強いいいい揺揺揺揺れにれにれにれに警戒警戒警戒警戒　　　　○○○○○○○○県県県県　　　　○○○○○○○○県県県県

緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報　（　（　（　（予報予報予報予報））））
0弊社は気象庁 長官の許可を得て 予報業務が 許可さ れた企業です。予報業 務（情報の提供）及び通 報する装置端末機器の 販売を許可さ れた企業です。緊急地 震速 報（予 報）端 末認定 0000 001

予報業務許可事業者予報業務許可事業者予報業務許可事業者予報業務許可事業者　　　　（（（（許可第許可第許可第許可第９７９７９７９７号号号号））））地震第地震第地震第地震第１１１１号号号号

1.5～2.40～0.4

計計計計測測測測震震震震度度度度

0.5～1.42.5～3.43.5～4.44.5～4.95.0～5.45.5～5.96.0～6.46.5～

計測震度は、震度計内部で以下のようなディジタル処理によって計算されます。１、ディジタル加速度記録３成分（水平動２成分、上下動１成分）のそれぞれに、フーリエ変換・フィルター処理・逆フーリエ変換の手順で　　以下に示す特性のフィルターを掛ける。２、得られたフィルター処理済みの記録３成分から、ベクトル波形を合成する。３、ベクトル波形の絶対値がある値 a 以上となる時間の合計を計算したとき、これがちょうど 0.3秒となるような a を求める。４、この a から　I = 2 log a + 0.94　により計測震度 Ｉ を計算する。

緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報のののの予報予報予報予報とととと警報警報警報警報

ー９－

簡易　震度階速見表震度階速見表震度階速見表震度階速見表



　　企業の「事業継続・BCP」対策を考え直す 　　企業の「事業継続・BCP」対策を考え直す

ー７－ ー８－

２２２２．．．．高度利用者向高度利用者向高度利用者向高度利用者向けのけのけのけの緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報（（（（予報予報予報予報））））のののの発信条件発信条件発信条件発信条件（（（（※※※※））））
•気象庁の多機能型地震計設置のいずれかの観測点において、P波またはS波の振幅が１００１００１００１００ガルガルガルガル以上以上以上以上となった場合。
•地震計で観測された地震波を解析した結果、震源・マグニチュード・各地の予測震度が求まり、そのマグマグマグマグニチュードニチュードニチュードニチュードがががが３３３３．．．．５５５５以上以上以上以上、または最大予測震度最大予測震度最大予測震度最大予測震度がががが３３３３以上以上以上以上である場合。
•（※）この基準は変更する場合があります。
•（※）１点の観測点のみの処理結果によって緊急地震速報（予報）を発信した後、所定の時間が経過しても２観測点目の処理が行われなかった場合はノイズと判断し、発表から数秒～１０数秒程度でキャンセル報を発信します。島嶼部など観測点密度の低い地域では、実際の地震であってもキャンセル報を発信する場合があります。なお、この場合には、キャンセル報の発信までに３０秒程度かかることがあります。気象庁気象庁気象庁気象庁・・・・緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報のののの「「「「警報警報警報警報」」」」とととと「「「「予報予報予報予報」」」」のののの比較比較比較比較　　　　（違い）比較するに当たって、これは比較ではなく「警報」という特性からやむえない検証と見るべきです。一般に間に合う合わないの原点もここにあると思います。

専用受信端末による特定の場所を限定した、個別地点の情報の配信を目的とした「予報」情報の配信。テレビ・ラジオによる法定伝達機関の「警報」による一斉放送、特定の場所の人のみに配信することは出来ない、公益な「警報」の配信。　情報情報情報情報のののの配信方法配信方法配信方法配信方法

気象庁の情報の第一報から配信可能。気象庁の情報の一定規準以上（震度5弱以上）の信号の場合配信される。情報情報情報情報のののの配信順位配信順位配信順位配信順位 任意の個別地点の震度階の設定が可能な予報情報。任意の震度階の設定は不可「警報」のみ「震度5弱以上の場合に限定」任意任意任意任意のののの震度階設定震度階設定震度階設定震度階設定 特定の位置における演算された結果情報につき制御信号として使用可能な予報情報。機器の制御信号としては、差異大きく使用することは出来ない。地震速報地震速報地震速報地震速報のののの信号信号信号信号とととと制御信号関係制御信号関係制御信号関係制御信号関係
特定の場所を定め、その場所の（ピンポイント）の情報として演算を行った精度の高い情報の受信可能。一定の広範囲の地域情報に付き、情報を受ける場所により大きく情報の結果が異なってくる。信号信号信号信号のののの精度精度精度精度 個別地点において、気象庁の情報を基に任意の地点の震度階の（閾値）以上の場合位置情報として配信される「予報」情報。一定の基準以上の震度で、国民に大きな被害を及ぼす可能性がある場合、気象庁が「警報」として配信される情報。配信震度階配信震度階配信震度階配信震度階 民間企業が、特定の定められた位置の情報を有料で提供している「予報」情報国が出している、不特定多数の方に一斉に配信している無料の「警報」情報情報情報情報情報のののの料金料金料金料金
一般向けに対して高度利用者向けは、名前の通り高度な利用者向けに配信されている情報、有料であるが広範囲に利用できる情報とて今後が期待されている、残念なことにまだまだ認知度が極端に低い。緊急地震速報「警報」の特徴として、地震発生により大きな災害が発生する可能性がある場合に広く国民に伝達すると言う義務がる。各種の制限を受ける中での運用等はやむえない、現状の条件下では大変厳しいのが現状です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特特特特　　　　　　　　徴徴徴徴 「「「「予予予予　　　　報報報報」　　」　　」　　」　　（高度利用者向け）「「「「警警警警　　　　報報報報」　　」　　」　　」　　（一般向け）

「「「「緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報」」」」のののの予報予報予報予報とととと警報警報警報警報のののの関係関係関係関係　　　　②②②② お客様の手元に設置する端末で緊急地震速報（予報）に基づく予測演算を行うのではなく、Takusuサーバにて、おおおお客様客様客様客様のののの地点地点地点地点（（（（緯度緯度緯度緯度・・・・経度経度経度経度））））におけるにおけるにおけるにおける地震地震地震地震のののの主要動主要動主要動主要動のののの到達到達到達到達までのまでのまでのまでの猶予時間猶予時間猶予時間猶予時間とととと主要動主要動主要動主要動のののの震度階震度階震度階震度階をををを予測演算予測演算予測演算予測演算をををを行行行行いいいい、その結果、予測予測予測予測されるされるされるされる震度階震度階震度階震度階があらかじめがあらかじめがあらかじめがあらかじめ定定定定めためためためた閾値閾値閾値閾値をををを越越越越えるえるえるえる場合場合場合場合にのみにのみにのみにのみ受信端末へ緊急地震速報（業）を送信します。受信端末は受け取った猶予時間と震度階に応じた制御･報知動作を行います。気象庁気象庁気象庁気象庁・・・・気象業務支気象業務支気象業務支気象業務支援援援援センターセンターセンターセンター　■気象庁の許可を得た予測演算方式を用いて　お客様の地点によける緊急地震速報（業）を専　用高速演算サーバにて高速演算。
Takusuサーバー 　■震度階が閾値を超えた場合にのみ結果を送信　⇒インターネット回線の負荷が小さい　（送信は高速・高信頼性の新方式にて）

地震が来ます
Takusu Takusu Takusu Takusu のののの特長特長特長特長

項項項項　　　　　　　　　　　　目目目目 受信端末演算方式受信端末演算方式受信端末演算方式受信端末演算方式 サーバサーバサーバサーバ演算方式演算方式演算方式演算方式サーバの役割と配信データ 気象庁からのデータをそのまま、もしくは加工してすべてのすべてのすべてのすべての受信端末受信端末受信端末受信端末に配信（地震が感じられない地域にも配信――ネットワークトラフィクを増加させる） 気象庁からのデータを受信し、各受信端末設置地点での震度と到達までの残り時間の予報値を演算し、地震の揺れが所定値以上所定値以上所定値以上所定値以上となるとなるとなるとなる端末端末端末端末に対してのみ必要な予報値だけを配信。演算速度 受信端末のハードウェアと演算プログラムにより決定されてしまう。（演算は自地点一箇所のみ） サーバの演算速度とサーバの台数による。高速サーバへの置き換え、台数の増加などにより向上させることができる。演算精度に及ぼす因子 ①時刻：気象庁の時刻と受信端末内蔵時刻のずれがそのまま到達時間のずれとなる。②設定緯度経度：ユーザの設定間違いがあれば誤った地点の推定となる。 ①受信端末は時刻を必要としない（サーバは気象庁と一致しているので時刻はずれない。）②顧客の住所を変換してサーバに設定。（ダブルチェックで確認）演算式の改良による予測精度の向上（気象庁推奨） 個々の受信端末のプログラム交換。（実質的に困難） サーバプログラムを改良するだけで、即、全受信端末が最新の演算結果を使用できる。送信結果の記録演算結果の記録（気象庁推奨） 送信結果は配信サーバにて記録。演算結果は受信端末で記憶。（機種による） 配信結果演算結果ならびに受信端末の受信応答などすべての記録がセンターサーバにログとして記録される。配信速度（気象庁端末まで１秒以内の指導） インターネットの環境ならびに使用プロトコルおよびデータ量による。一般的には、サーバ演算方式よりもデータ量が多くなり、それゆえＴＣＰ／ＩＰプロトコルを使用することになり、配信速度は遅くなる。 ①データ量が小さい。（必要な結果のみ）②閾値を越えた利用者のみに送信（送信対象が少なく回線負荷が小さい）③新開発のＵＤＰ／ＩＰ・SCB方式を採用しているととも　　に、データ量を１パケット以内に収めているので他　　　のシステムに比較して速い。その他の特徴端末管理（気象庁の指導） 受信端末で高速演算を行う必要があり、端末構成が高機能と成る。逆にそれゆえ信頼性が低下する可能性がある。 センターサーバでユーザの情報を一元的に管理している。付加機能として、ユーザユーザユーザユーザのののの地域地域地域地域でのでのでのでの地震震度予報地震震度予報地震震度予報地震震度予報などをなどをなどをなどを携携携携帯電話帯電話帯電話帯電話ににににメールメールメールメール送信送信送信送信することもすることもすることもすることも可能可能可能可能であるであるであるである。。。。

緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報緊急地震速報のののの要要要要はははは情報配信情報配信情報配信情報配信　「「「「予報事業者予報事業者予報事業者予報事業者のののの選択選択選択選択」」」」

※赤字部気象庁ガイドライン事項を示す。


